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Ⅰ．港湾整備のしくみ
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港湾機能施設整備事業 臨海部土地造成事業
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工業用地
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業務ビル

工場
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堤

航路・泊地

①防波堤､岸壁等の基本施設・・・・・・・・・港湾整備事業（公共事業）

②ふ頭用地､上屋､荷役機械等の港湾機能施設、
並びに都市再開発用地､工業用地・・・・・・特定港湾施設整備事業（起債事業）

★上記①と②を一体的に整備することにより港湾機能を発現！

公共事業 起債事業

●特定港湾施設整備事業（事業主体：港湾管理者）●港湾整備事業（事業主体：国又は港湾管理者）



特定港湾施設整備事業（上屋、荷役機械、用地等）に要する

資金調達の円滑化による港湾整備の促進。

国土交通大臣は交通政策審議会の議を経て

Ⅱ．港湾整備促進法の役割

目 的

計画の取扱

計画の策定

基本計画の内閣承認 ７月下旬 閣議予定７月下旬 閣議予定

２

特定港湾施設整備事業の「基本計画」を定める。

計画の効果
政府並びに日本郵政公社に対し資金協力義務が働くことから

借入条件の有利な政府資金により事業資金を確保。
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◆政府資金充当率の推移（事業別比較）

港湾整備促進法により

ふ頭用地造成などの

港湾整備に対しては

政府資金の充当率が高い！



閣議
交通政策
審 議 会

特定港湾施設整備事業

③基本計画の作成
（国土交通省）

地方整備局等

⑩
そ
れ
ぞ
れ
の
資
金
の
運
用
の
可
能
な

範
囲
内
に
お
い
て
融
通
す
る
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ば
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ら
な
い
。

総務省

財務省

日本郵政
公社

⑪資金の融通 ①計画資料提出
※地方債計画を踏まえて

②計画資料提出

④

諮
問

⑤

答
申

⑥

請
議

⑦

承
認

地方公共団体（港湾管理者）

⑧

整
備
計
画

の
通
知

前年１２月 地方債計画策定（総務省）
前年 ８月 国土交通省から翌年度計画を総務省・財務省に要求

３

⑨要求

港湾整備促進法の概念図



Ⅲ．特定港湾施設整備事業

４

防
波
堤

岸
壁

荷役機械

引船
上屋

ふ頭用地

①港湾機能施設整備事業
●港湾機能施設整備事業は、公共事業による防波堤、岸壁等の基本施設の
整備と連携して、基本施設の機能を効率的に発揮させるために不可欠な
ふ頭用地、上屋、荷役機械、引船等を整備するものである。

●港湾機能施設の整備によって、荷役作業効率は格段に向上する。

●この施設の重要性から、有利な政府資金等を整備事業費に充当している。

起債事業公共事業

●ふ頭用地 ： 荷さばき､一時保管及びこれらに関連する業務の用地

●上屋 ： 荷さばき､一時保管又は薫蒸等を行うための建物

●荷役機械 ： 貨物を船積み､陸揚げするためのクレーン

●引船 ： 大型船舶の離着岸を補助するための船舶 千葉港千葉中央ふ頭

上屋

荷役機械

ふ頭用地

民間倉庫

ＣＦＳ（上屋）



港湾機能施設整備事業の動向

●既存ストックの有効活用（上屋・荷役機械の移設転用、水面貯木場の

埋立による土地の確保など）

●耐震性の強化（コンテナクレーンの免震構造化など）

●上屋の複合機能化（倉庫・業務機能との一体整備：多階層構造）

●クレーンの高規格化（就航船舶の大型化への対応）

●ふ頭用地の規模拡大（荷役の効率化のためのヤード拡大）

５

東京港から新潟港東港西ふ頭へ

移設されたコンテナクレーン
（製作：Ｈ６年度、移設：Ｈ１６年度）

船舶の大型化に対応した整備が進む

清水港新興津国際コンテナターミナル

（Ｈ１５年６月暫定供用）



６

②臨海部土地造成事業

●臨海部土地造成事業は、流通施設用地や保管施設用地など物流の効率化
に資する施設のための用地、環境問題への対応など国民生活の質の向上
に資するための用地並びに臨海部に立地する産業等のための用地の造成
又は土地の取得である。

●これら用地は、土地利用の性格付けから｢都市再開発用地｣と｢工業用地｣
に区分している。

公共事業 起債事業

都市再開発用地
防
波
堤

岸
壁

●都市再開発用地 ： 流通施設用地、交流拠点用地、

都市化の進展に対応した各種用地

●工業用地 ： 工業の用に供する用地

物流事業者等の進出が進む北九州港新門司地区

工業用地

動物検疫所

自動車物流センター

自動車物流センター拡張予定地



●造成規模は８０年代以降でスローダウン。

●近年の土地の用途は、工業用地に変わり、
都市再開発等用地のシェアが拡大。

●土地利用は、リサイクル産業などが立地。

●借地による企業立地の顕在化。

７

◆
日
本
海
事
新
聞
（Ｈ
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年
４
月
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日
）抜
粋

臨海部土地造成事業の動向

◆整備年代別の臨海部土地造成面積の推移

製造業用地 港湾関連用地 都市機能用地

交通施設用地 その他

◆売却地の土地利用区分（累計）
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６５２億円 対前年度比 ０．５１

平成１７年度基本計画事業費対比表 （百万円）

事業規模事業規模事業規模

対前年度比

　港湾機能施設整備事業 55,080 30,733 0.56

　上　　　屋 １１棟 1,549 8棟 1,017 0.66

　荷役機械 １3基 6,290 １6基 1,252 0.20

　ふ頭用地 1,279千m2 47,241 836千m2 28,464 0.60

　臨海部土地造成事業 71,961 34,428 0.48

　都市再開発等用地 1,285千m2 64,853 749千m2 29,727 0.46

　工業用地 129千ｍ2 7,108 101千m2 4,701 0.66

127,041 65,161 0.51合     計

平成16年度計画 平成17年度計画区　　　分

Ⅳ．平成１７年度特定港湾施設整備事業
基本計画（案）の概要

８



９

基本計画規模の動向要因基本計画規模の動向要因基本計画規模の動向要因

●全般として、近年の公共事業予算の削減に伴う減少

●大規模ふ頭の「整備完了」又は「事業収束」に伴う減少

●既存施設の有効活用（改良・補修）の増加 等々

＜港湾関係事業規模の推移＞
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（注）港湾整備事業費は当初予算ベース、起債事業は基本計画ベースである。



１．物流改革の推進『活力』１．物流改革の推進１．物流改革の推進『『活力活力』』

Ⅳ．重点事項別の事業例
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第1バース 350ｍ（供用）

第2バース 400ｍ 第1バース 400ｍ（計画）

スーパー中枢港湾プロジェクトの推進

次世代高規格コンテナターミナルの整備が進む

名古屋港飛島ふ頭（南側）

＜ふ頭用地＞

事業期間：Ｈ１４年度～Ｈ１８年度



２．地域経済再生『活力』２．地域経済再生２．地域経済再生『『活力活力』』
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多目的国際ターミナルプロジェクトの推進

製紙工場の燃料炭を扱う釧路港西港区第４ふ頭

（平成１４年暫定オープン）

＜ふ頭用地＞

事業期間：Ｈ１２年度～Ｈ１７年度



３．安心・安全な地域づくり『安全』３．安心・安全な地域づくり３．安心・安全な地域づくり『『安全安全』』

岸壁(－7.5m)

Ｌ＝１３０ｍ

※耐震強化岸壁

ふ頭用地造成

面積 ３．３ ｈａ

護岸(防波)

Ｌ＝１２５ｍ

岸壁(－11ｍ)

Ｌ＝１９０ｍ

大規模災害への対応力強化

地震災害時は緊急物資輸送の拠点ともなる釜石港須賀地区

＜ふ頭用地＞

事業期間：Ｈ１４年度～Ｈ１８年度

12



４．循環型社会の構築など環境問題への対応『環境』４．循環型社会の構築など環境問題への対応４．循環型社会の構築など環境問題への対応『『環境環境』』

清水港新興津地区
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◆
日
刊
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リサイクル関連企業の集積が進む北九州港響灘東地区

「北九州エコタウン」

－５.５ｍ岸壁

＜ふ頭用地＞

事業期間：Ｈ１７年度～Ｈ１８年度

港湾を核とした総合的な静脈物流システムの構築



５．観光立国への貢献と地域再生への取り組み『暮らし』５．観光立国５．観光立国へのへの貢献と地域再生貢献と地域再生へのへの取取りり組組みみ『『暮らし暮らし』』

14

美しく個性豊かな「みなと」づくり

交流拠点の整備が進む長崎港本港地区

＜都市再開発用地＞

事業期間：Ｈ１７年度～Ｈ１８年度

瀬戸内の貨客定期航路の拠点となる

広島港宇品旅客ターミナル

＜ふ頭用地＞

事業期間：Ｈ２年度～Ｈ１８年度

背後は防災拠点緑地

隣接地は港湾緑地
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「荷役機械」の整備は岸壁と船舶
間においてコンテナや米穀類、
林産品等のばら貨物の積卸しを
円滑に進めるために行う。

「上屋」の整備は船舶輸送と陸上輸送
の結節点として、岸壁で積み卸しする
貨物の荷捌きや一時保管等を円滑に
進めるために行う。

「ふ頭用地」の整備は貨物ター
ミナル及び旅客ターミナル等の
機能を効率的に発揮するため
に行う。

「工業用地」の整備
は地域の産業開発
のために行う。

「都市再開発用地」の整備は
貨物や旅客の輸送活動等を
支援する「港湾関連用地」や
業務施設、商業施設等の用
に供する「都市機能用地」を
確保するために行う。

機能施設 産業用地等

凡例

15

参考


